
資料１０３－１ 

令和８年用寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金

の配分団体等の認可 

（諮問第１２７７号） 



（公印・契印省略）

諮 問 第 １ ２ ７ ７ 号 

令 和 ８ 年 ３ 月 ２ ６ 日 

情報通信行政・郵政行政審議会 

会長 相田 仁 殿 

総 務 大 臣 林 芳 正 

諮 問 書 

日本郵便株式会社（代表取締役社長 小池 信也）から、お年玉付郵便葉書等に関

する法律（昭和 24 年法律第 224 号。以下「お年玉法」という。）第５条第１項の規定

に基づき令和８年用として発行された寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金に関

し、お年玉法第７条第３項の規定に基づき配分団体及び当該配分団体ごとの配分すべ

き額を決定すること並びに同条第４項の規定に基づき当該配分団体が守らなければ

ならない事項及び配分金の使途についての監査に関する事項を定めることについて、

同条第５項の規定に基づく認可の申請が、別添のとおりあった。

当該申請について審査した結果は、別紙のとおりであり、申請内容は、お年玉法の

規定に適合していると認められる。

よって、お年玉法第７条第５項の規定に基づく認可をすることとしたい。

上記について、お年玉法第 11 条の規定に基づき諮問する。 
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別紙 

審査結果 
お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和 24年法律第 224号。以下「お年玉法」

という。）第７条第５項の規定に基づき、日本郵便株式会社（以下「会社」とい

う。）から認可申請のあった、「2026 年用として発行した寄附金付お年玉付郵

便葉書及び寄附金付お年玉付郵便切手に付加された寄附金の配分団体等の認可

申請書」については、お年玉法の規定に適合していると認められることから、こ

れを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

取りまとめた寄附金の額から控

除される次の費用の額が妥当であ

ること。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに寄附金のとりまと

めのため会社において特に要し

た費用

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査の

ため、会社において特に要する費

用（寄附金の額の 100分の 1.5に

相当する額を限度）

（お年玉法第７条第２項関係） 

適 寄附金の額から控除される費用

については、 

・会社から提出のあった費用の内

訳を精査したところ、当該費用

の額は適切に積算されている

こと、

・左記イの費用として、お年玉法

第７条第２項に定める限度額

を超える部分は会社が負担す

ることとしていること、

から妥当なものと認められる。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及び販売並

びに寄附金の取りまとめのため特に要し

た費用

（ア）使途 

寄附金の取りまとめに要した人件

費、周知費用 

（イ）金額 

8,281,671円 

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及び

配分金の使途の監査のため特に要する費

用

（ア）使途 

寄附金の管理等に要する人件費、業

務委託費等 

（イ）金額 

1,527,447円 

※会社がイに要した実際の費用は、

28,809,324 円だが、ここではお年玉法第

７条第２項で定める上限（寄附金額

101,829,844 円の 100 分の 1.5 に相当す

る額：1,527,447円）を費用として計上し

ており、差額分について会社が負担して

いる。

寄附金の配分団体及び配分団体

ごとの配分金額が適正に定められ

ていること。 

適 配分団体や配分金額の決定につ

いては、 

・「形式審査」として、申請団体
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審査基準 
審査

結果 
理由 

（お年玉法第７条第３項関係） が配分団体の要件を満たして

いること等を審査しているこ

と、 

・「配分審査」として、申請１件

当たり２名の審査委員（社外

の有識者）が審査項目（事業の

先駆性、社会性、実現性及び緊

急性）を審査し、得点を算出す

るなどして、優先順位付け及

び配分金額の査定を行い、そ

の結果を審査委員会において

審議していること、 

から、適正に審査され、配分団体及

び配分団体ごとの配分すべき額の

決定は妥当であると認められる。 

 

配分金の使途の適正を確保する 

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。 

（お年玉法第７条第４項関係） 

適 会社から配分団体に宛てて発出

される「配分決定通知書」におい

て、配分団体が守らなければなら

ない事項として、 

・配分金は、会社が当該配分金

を配分する旨を決定した事業

の実施計画以外の使途に使用

してはならないこと、 

・実施計画を変更しなければな

らないときはあらかじめ会社

の承認を受けなければならな

いこと、 

・配分金と他の資金を区別して

経理すること、 

等、配分金の使途の適正を確保す

るために必要な事項が定められて

いると認められる。 

 

 配分金の使途についての監査に 

関し必要な事項が定められている

こと。 

（お年玉法第７条第４項関係） 

適 会社から配分団体に宛てて発出

される「配分決定通知書」におい

て、配分金の使途についての監査

に関する事項として、配分団体が

監査に応じる義務、監査の実施時

期及び監査の実施方法が定められ

ており、監査に必要な事項が定め

られていると認められる。 
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別　添
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第１ 制度概要 

 

１ 日本郵便株式会社による寄附金付郵便葉書等の発行等 

   日本郵便株式会社（以下「会社」という。）は、お年玉付郵便

葉書等に関する法律（昭和 24 年法律第 224 号。以下「お年玉

法」という。）第５条第１項及び第２項に基づき、以下の①～⑩

の事業を行う団体の当該事業の実施に必要な費用に充てるこ

とを目的として寄附金付郵便葉書等を発行することができる

とされている。 
 

① 社会福祉の増進を目的とする事業 

② 風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を行

う事業 

③ がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を行

う事業 

④ 原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業 

⑤ 交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事

故の発生若しくは水難の防止を行う事業 

⑥ 文化財の保護を行う事業 

⑦ 青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 

⑧ 健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業 

⑨ 開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業 

⑩ 地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがつて広範かつ大規模に生

ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業 

  会社は、お年玉法第７条第１項、第３項及び第４項に基づき、

寄附金をとりまとめた上で、配分団体及び配分金の額を決定する

とともに、以下の事項を定めることとされている。 

・配分金の使途の適正を確保するために配分団体が守らなければ

ならない事項 

・配分金の交付、配分金の使途についての監査及び当該監査の結

果に基づく配分金の返還に関し必要な事項 
 

２ 総務大臣の認可 

   会社は、お年玉法第７条第５項に基づき、配分団体及び配分金

を決定し、又は配分団体が守らなければならない事項や配分金

の使途についての監査に関する事項を定めるには、総務大臣の

認可を受けることとされている。 

 
３ 審議会への諮問等 

お年玉法第 11 条に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、

寄附目的に係る事業を所管する大臣に協議し、情報通信行政・郵

政行政審議会に諮問することとされている。 
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【参考】お年玉付郵便葉書等に関する法律（抜粋） 

（寄附金付郵便葉書等の発行）  

第五条 会社は、寄附金を郵便に関する料金に加算した額の郵便葉書又は郵便

切手（お年玉付郵便葉書等を含む。以下「寄附金付郵便葉書等」と総称する。）

を発行することができる。  

２ 前項の寄附金は、次の各号に掲げる事業を行う団体の当該事業の実施に必

要な費用に充てることを寄附目的とするものでなければならない。 

一～十 （前記①～⑩と同じ） 

３ 会社は、第一項の規定により発行する寄附金付郵便葉書等につき、その発

行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。ただし、当該寄附金付

郵便葉書等が、寄附金付きのお年玉付郵便葉書等である場合には、当該お年

玉付郵便葉書等に係る第二条の規定による公表の際、同条各号に掲げる事項

のほか、第一号及び第四号に掲げる事項を公表すれば足りる。  

一 寄附目的  

二 発行の数  

三 販売期間  

四 付加される寄附金の額  

 

（寄附金の処理等）  

第七条 会社は、前条の規定により委託された寄附金を遅滞なく取りまとめる

ものとする。  

２ 会社は、前項の規定により取りまとめた寄附金（次条及び第九条を除き、

以下単に「寄附金」という。）の額から、当該寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに同項の規定による取りまとめのため会社において特に要した費

用の額並びに寄附金の額の百分の一・五に相当する額を限度として、寄附金

の管理並びに配分金の交付及び配分金の使途の監査のため会社において特に

要する費用の額を控除するものとする。 

３ 会社は、前項の規定により費用の額を控除した後の寄附金について、第五

条第三項の規定により公表した同項第一号の寄附目的に係る団体で当該寄附

金を配分すべきもの（以下「配分団体」という。）及び当該団体ごとの配分

すべき額を決定するものとする。 

４ 会社は、前項の規定による決定をするに当たつては、当該配分に係る寄附

金（以下「配分金」という。）の使途の適正を確保するために当該配分団体

が守らなければならない事項並びに配分金の交付、配分金の使途についての

監査及び当該監査の結果に基づく配分金の返還に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

５ 会社は、第三項の規定による決定をし、又は前項に規定する当該配分団体

が守らなければならない事項若しくは配分金の使途についての監査に関する

事項を定めるには、総務大臣の認可を受けなければならない。 

６ （略） 

 

（協議等）  

第十一条 総務大臣は、第七条第五項の認可をしようとするときは、当該寄附

金付郵便葉書等の寄附目的に係る事業を所管する大臣に協議し、かつ、審議

会等（国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機

関をいう。）で政令で定めるものに諮問しなければならない。 
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【参考】寄附金配分までの流れ 

 

 

第２ 会社における寄附金配分の審査について 

１ 配分申請に係る要件等 

(1) 配分団体の要件 

     以下のアに該当する法人であって、イの事業を行う団体で

あること。なお、２年連続しての配分は原則不可。 

 

     ア 社会福祉法人、更生保護法人、一般社団法人、一般財団

法人、公益社団法人、公益財団法人、特定非営利活動法人

（ＮＰＯ法人） 
      ※東日本大震災、令和６年能登半島地震の被災者救助・予防（復興）を目的とする

事業を行う場合にあっては非営利法人 

   イ お年玉法第５条第２項各号の事業 

 

(2) 申請金額（上限） 

      原則、１件 500 万円。一般枠の活動・チャレンジプログラム

※に限っては１件 50 万円。なお、申請は１団体１件のみ。 
※新規事業の企画、調査、試行を経て継続事業運営に入っていくステップを支援する

ことにより、社会に先駆的事業が育ち、配分のすそ野が広がることを企図し、毎年度

の申請と審査を条件として４年間継続して配分を受けることが可能な枠。 

会社において寄附金配分団体の公募発表(令和７年８月 29日) 
 

団体からの申請書受付（９月 10日～11月７日) 

 

会社から配分団体に配分額等を通知 

会社から認可申請書提出(令和８年２月 25日) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(３月 26日) 

総務大臣認可 

 
 

 
 

 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 

寄附目的に係る事業を所管する大臣への協議 

  
  

会社における審査 
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２ 審査方法 

(1) 形式審査 

    申請団体が配分団体の要件を満たしていること等、形式的

な要件を満たしているかを審査。 

 

(2) 配分審査（有識者からなる審査委員会） 

    原則として、以下の方法により審査 

   ア 審査項目 

       【申請事業に期待する項目】 

・先駆性（先駆性が高く発展性のある事業） 

・社会性（社会的ニーズとその社会的波及効果の高い事業） 

・実現性（事業計画が明確化され、実現性が高く継続・発    

展が見込める事業） 

・緊急性（緊急性の高い事業） 

 

【定量的条件の配慮】 

・寄附金申請金額がより小さい団体を優先 

・申請事業の事業総額に占める自己負担金の割合が高い 

団体を優先 

・団体の前年度決算における繰越剰余金額がより小さい 

団体を優先 

 

   イ 審査手順 

      申請１件当たり２名の審査委員（社外の有識者）が、上記

アの「申請事業に期待する４項目」を評価し、得点を算出。

同点の案件があった場合は、事務局が上記アの「定量的条件

の配慮」を加味して優先順位付け。 

       また、２名の審査委員（社外の有識者）は、費用の必要性、

団体の自己負担能力等を踏まえて配分金額を査定。 

その結果を審査委員会において審議。 
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第３ 会社からの申請内容 

１ 配分団体・配分金 

   69 団体、113,186,000 円 

   個々の配分団体・配分金の金額は諮問書別添 1－1 のとおり。 
 

【参考１】寄附金額 
 販売枚数（枚） 寄附金額（円） 

寄附金付年賀葉書(85円＋寄附金５円) 18,290,408 91,452,040 

寄附金付年賀切手(85円＋寄附金３円) 3,056,548 9,169,644 

寄附金付年賀切手(110円＋寄附金３円) 402,720 1,208,160 

合計 21,749,676 101,829,844 

   

【参考２】配分原資と配分金 
寄附金額① 101,829,844円 

前年からの繰越金②（配分金の辞退や事業終了に伴う余った配分金の返納等） 21,232,648 円 

配分費用③（会社において要した費用（事例集の作成や審査委員会の人件費等）） 9,809,118 円 

配分原資④（①＋②－③） 113,253,374 円 

配分金⑤（今回会社において配分決定をした配分金） 113,186,000円 

繰越金（④－⑤） 67,374 円 

 

【参考３】事業別配分状況 

※金額を四捨五入しているため、合計は一致しない。 

 

【参考４】団体からの申請と採択状況（括弧内は前年） 

団体からの申請 会社の配分（案） 採択率 

件数 金額(万円) 件数 金額(万円) 件数 金額 

351 84,713 69 11,319 19.7％ 13.4％ 

(372) (91,054) (96) (15,851) (25.8％) (17.4％) 

事業＼項目 
令和７年用 令和８年用（案） 

件数 金額（万円） 件数 金額（万円） 

１号事業（社会福祉増進） 53 9,280 42 7,453 

２号事業（非常災害救助・予防） 12 2,753 6 1,831 
（内数）東日本大震災、令和元年台風 19 号及び令和２年７月豪雨 ‐ ‐ ‐ ‐ 

（内数）東日本大震災、令和６年能登半島地震 7 2,131 4 1,531 

３号事業（特殊疾病治療・予防） 0 0 1 289 

４号事業（原爆治療・援助） 0 0 0 0 

５号事業（交通事故・水難） 0 0 0 0 

６号事業（文化財保護） 2 545 2 291 

７号事業（青少年健全育成） 22 2,707 13 1.094 

８号事業（健康保持増進） 2 100 1 32 

９号事業（海外留学生援護） 3 238 1 50 

10 号事業（地球環境保全） 2 228 3 279 

計※ 96 15,851 69 11,319 
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２ 配分団体が守らなければならない事項 

   配分団体が守らなければならない事項として 

・配分金は、会社が当該配分金を配分する旨を決定した事業の

実施計画以外の使途に使用してはならないこと 

・実施計画を変更しなければならないときはあらかじめ会社

の承認を受けなければならないこと 

・配分金と他の資金を区別して経理すること 

  等が定められている。 

 

３ 配分金の使途についての監査に関する事項 

配分金の使途についての監査に関する事項として、配分団体

が監査に応じる義務、監査の実施時期及び監査の実施方法が定

められている。 
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参考資料 
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１ 令和８年用寄附金付年賀葉書 
 
■販売価格：90円（85円＋寄附金５円） 

■販売期間：令和７年 10月 30日（木）から令和８年１月９ 日（金）まで 

■発行枚数：2,326万枚 

■意匠：（宛名面）左馬と松竹梅 （通信面）左馬と松竹梅 

  
 

 

２ 令和８年用寄附金付年賀切手 

 

■販売価格：113円（110円＋寄附金３円）、88円（85円＋寄附金３円） 

■販売期間：令和７年 10月 30日（木）から令和８年１月９ 日（金）まで 

■発行枚数：420万枚 

■意匠：（左）飾り馬 （右）飾り馬 
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３ 日本郵便株式会社の審査委員及び評価委員 

〇 年賀寄附金審査委員（令和８年１月現在） 

 

〇 年賀寄附金評価委員（令和８年１月現在） 

 
 
 
 
 
 

氏 名 主要現職等 

委員長 髙
たか

橋
はし

 陽子
よ う こ

 公益社団法人日本フィランソロピー協会 理事長 

委 員 小西
こ に し

 敦
あつし

 京都産業大学法学部 客員教授 

 塩崎
しおざき

 一
か ず

馬
ま

 公益財団法人三井住友海上福祉財団 専務理事 

 新海
しんかい

 洋子
よ う こ

 一般社団法人 SDGs コミュニティ 代表理事 

 長谷川
は せ が わ

 雅子
ま さ こ

 一般財団法人 CSOネットワーク 共同代表理事 

 服部
はっとり

 篤子
あ つ こ

 一般社団法人ＤＳＩＡ 代表理事 

 花崎
はなさき

 和彦
かずひこ

 公益財団法人 SOMPO福祉財団 顧問 

 水谷
みずたに

 衣里
え り

 株式会社風とつばさ 代表取締役 

 茂木
も ぎ

 義
よし

三郎
さぶろう

 元公益財団法人三菱財団 常務理事 

氏 名 主要現職等 

委員長 南島
な じ ま

 和久
かずひさ

 龍谷大学政策学部 教授 

委 員 奥山
おくやま

 千鶴子
ち づ こ

 ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会 理事長 

 山賀
や ま が

 昌子
ま さ こ

 NPO法人まぢラボ 代表理事 
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 ４ 最近５年間の寄附金の配分原資・日本郵便株式会社への申請・配分状況
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５ 日本郵便株式会社の寄附金の事業別配分推移 

(金額：万円) 

事業＼項目 
令和４年用 令和５年用 令和６年用 令和７年用＊２ 

令和８年用

（案） 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１号事業（社会福祉増進） 105 17,788 107 16,244 73 13,570 53 9,280 42 7,453 

（内数）新型コロナ＊１ 4 828 3 220 - - - - - - 

２号事業（非常災害救助・予防） 12 3,017 11 2,872 11 3,223 12 2,753 6 1,831 

（内数）東日本大震災、令和元年台風 19号及び

令和２年７月豪雨 
10 2,917 9 2,772 8 2,746 - - - - 

（内数）東日本大震災、令和６年能登半島地震 - - - - - - 7 2,131 4 1,531 

３号事業（特殊疾病治療・予防） 1 480 0 0 1 457 0 0 1 289 

４号事業（原爆治療・援助） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

５号事業（交通事故・水難） 1 87 0 0 0 0 0 0 0 0 

６号事業（文化財保護） 0 0 1 45 1 45 2 545 2 291 

７号事業（青少年健全育成） 27 3,129 21 3,102 22 2,711 22 2,707 13 1,094 

８号事業（健康保持増進） 2 250 3 709 1 50 2 100 1 32 

９号事業（海外留学生援護） 2 395 2 221 2 71 3 238 1 50 

10号事業（地球環境保全） 5 1,431 6 824 0 0 2 228 3 279 

計＊３ 155 26,577 151 24,018 111 20,126 96 15,851 69 11,319 

＊１：令和４年用から令和５年用までにおいて公募・配分 

＊２：令和７年用年賀葉書「2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）［寄附金付］」を除く。 

＊３：金額を四捨五入しているため、計は一致しない 
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６ 関係法令条文 

○ お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和 24年法律第 224号）（抄） 

（寄附金付郵便葉書等の発行）  

第五条 会社は、寄附金を郵便に関する料金に加算した額の郵便葉書又は

郵便切手（お年玉付郵便葉書等を含む。以下「寄附金付郵便葉書等」と

総称する。）を発行することができる。  

２ 前項の寄附金は、次の各号に掲げる事業を行う団体の当該事業の実施

に必要な費用に充てることを寄附目的とするものでなければならない。  

一 社会福祉の増進を目的とする事業 

二 風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予 

 防を行う事業  

三 がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予

防を行う事業 

四 原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業 

五 交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交

通事故の発生若しくは水難の防止を行う事業  

六 文化財の保護を行う事業 

七 青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 

八 健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業 

九 開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事 

業 

十 地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがつて広範かつ大規模   

に生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業  

３ 会社は、第一項の規定により発行する寄附金付郵便葉書等につき、その

発行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。ただし、当該寄附

金付郵便葉書等が、寄附金付きのお年玉付郵便葉書等である場合には、当

該お年玉付郵便葉書等に係る第二条の規定による公表の際、同条各号に掲

げる事項のほか、第一号及び第四号に掲げる事項を公表すれば足りる。  

一 寄附目的 

二 発行の数 

三 販売期間 

四 付加される寄附金の額 

４ 寄附金付郵便葉書等には、寄附金の額を明確に表示しなければならな

い。 

 

（寄附金の処理等）  

第七条 会社は、前条の規定により委託された寄附金を遅滞なく取りまと

めるものとする。  

２ 会社は、前項の規定により取りまとめた寄附金（次条及び第九条を除

き、以下単に「寄附金」という。）の額から、当該寄附金付郵便葉書等

の発行及び販売並びに同項の規定による取りまとめのため会社において

特に要した費用の額並びに寄附金の額の百分の一・五に相当する額を限

度として、寄附金の管理並びに配分金の交付及び配分金の使途の監査の

ため会社において特に要する費用の額を控除するものとする。  
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３ 会社は、前項の規定により費用の額を控除した後の寄附金について、

第五条第三項の規定により公表した同項第一号の寄附目的に係る団体で

当該寄附金を配分すべきもの（以下「配分団体」という。）及び当該団

体ごとの配分すべき額を決定するものとする。  

４ 会社は、前項の規定による決定をするに当たつては、当該配分に係る

寄附金（以下「配分金」という。）の使途の適正を確保するために当該

配分団体が守らなければならない事項並びに配分金の交付、配分金の使

途についての監査及び当該監査の結果に基づく配分金の返還に関し必要

な事項を定めるものとする。  

５ 会社は、第三項の規定による決定をし、又は前項に規定する当該配分

団体が守らなければならない事項若しくは配分金の使途についての監査

に関する事項を定めるには、総務大臣の認可を受けなければならない。  

６ 会社は、第三項の規定による決定をしたときは、遅滞なく、その内容

を公表するとともに、当該配分団体に係るその内容及び第四項に規定す

る事項を当該配分団体に通知しなければならない。  

 

（寄附金の経理等）  

第九条 会社は、寄附金を配分団体に交付するまでの間、これを運用した

場合において、利子その他の収入金が生じたときは、その収入金を寄附

金に充てるものとする。  

２  前条の規定は、前項の利子その他の収入金について準用する。  

 

（協議等）  

第十一条 総務大臣は、第七条第五項の認可をしようとするときは、当該

寄附金付郵便葉書等の寄附目的に係る事業を所管する大臣に協議し、か

つ、審議会等（国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第八条 

に規定する機関をいう。）で政令で定めるものに諮問しなければならな

い。 

 

○ 令和七年に開催される国際博覧会の準備及び運営のために必要な特別措

置に関する法律（平成 31年法律第 18号）（抄） 

 

第二節 寄附金付郵便葉書等の発行の特例 

第二十三条 お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和二十四年法律第二百     

二十四号）第五条第一項に規定する寄附金付郵便葉書等は、同条第二項

に規定するもののほか、博覧会協会が調達する博覧会の準備及び運営に

必要な資金に充てることを寄附目的として発行することができる。この

場合においては、博覧会協会を同項の団体とみなして、同法の規定を適

用する。 

 

 

○ お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令（昭和 33年政令第 279号）

（抄） 

    （審議会等で政令で定めるもの） 

第四条 法第十一条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵

政行政審議会とする。 
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